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~ふるさと納税制度が始まって 10 年。 
⾒直しの⾏⽅が気になる中・・・~ 

今年度のふるさと納税締切りまであと１ヶ⽉余りです。 
今年の収⼊総額の⾒込み額が⾒えてきたと思うので、シュミレーションをして、 
控除上限⾦額を算出して余裕のある⽅は、早めに⼿続きしましょう︕ 
初めての⽅、⼀歩踏み出してみましょう︕ 
 
[ふるさと納税って︖] 
2008 年度税制改正で導⼊された制度です。都⼼と地⽅の税収の格差拡⼤や過疎などによる税収の
減少に悩む⾃治体を、 どうすれば活性化していけるのか︖ということが論議され、 どのような仕組みにす
れば、それらの問題を緩和する⽅法の⼀つとして考えられたのが「ふるさと納税制度」で、誰もがふるさとや
思い⼊れのある地域に寄附をして応援できるようにと⽣まれました。 
ふるさと納税は、税⾦という⾔葉がついていますが、法律的には、税⾦というよりは、寄附⾦控除制度の
特例です。ふるさとへ寄附をすることで、翌年 6 ⽉からの個⼈住⺠税の税負担が、その分軽減されるので、
⾔ってみれば、税⾦の前払いというわけで、「・・・納税」という表現になっています。 
寄附を通じ地域振興に参加できて、実質 2,000 円の負担で地域の特産品を頂けるという２度おいしい
制度です。 
 
［ふるさと納税の現状］ 
総務省のふるさと納税に関する現況調査結果によれば、ふるさと納税の受⼊額と件数は、年々増加して
います。開始した 2008 年度は、約 81 億であったのが、2017 年度には、3,653 億にまで増えています。
特にワンストップ特例制度導⼊（2015 年４⽉ 1 ⽇以後の寄附に適⽤）は、急増しています。 

 

 [総務省 ふるさと納税ポータルサイト 平成 30 年度ふるさと納税に関する現況調査より] 
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では、普及率はどのくらいなのかと思いネットで調べたところ認知度が 90%超であるのに、経験者が
12.9％にとどまるという結果が出ていました。 
「興味はあるが、利⽤したことはない。」は 45%。「興味がない。」は 35％。私の周囲でも経験者は、20
名中 2,3 名といったところでした。 
利⽤していない理由としては、 
・⼿続きが⾯倒(25.8%) ・仕組みが理解できない(19.9％) ・利⽤⽅法がわからない(16.5%) 
⼀⽅、利⽤経験者の今後の利⽤意向は、9 割超と利⽤満⾜度が⾼いことがわかります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[ふるさと納税のしくみ] 
 
 
 
 
 
 
⽇本の税制では、認められた寄附先へ寄附をすると、税⾦の控除が
受けられる「寄附⾦控除」という仕組みがあります 。 
ふるさと納税は⾃治体への寄附です。原則として、寄附⾦控除上限
額から実質負担額の 2,000 円を差し引いた⾦額（※）が、所得
税の還付と住⺠税の控除をされます。 
※ふるさと納税で寄附した額が個⼈の寄附⾦控除上限額を超えた
場合、超えた分は控除対象外となるため、⾃⼰負担となります。 
 

［リサーチプラス調べより］
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次に利⽤していない理由の⼀番「⼿続きが⾯倒」にお答えしましょう。 
[⼿続き] 

1. 2,000 円の負担でできる寄附⾦額を調べます。 

寄附⾦控除上限額は、年収や家族構成、会社員か個⼈事業主なのかも関係してきます。住宅ローン
控除を受けている場合も関係します。 
インターネットで⽬安⾦額を算出できるので利⽤するとよいと思います。 
★https://www.furusato-tax.jp/about/simulation 
★https://furusatoplus.com/info/003/ 
 
前年度の源泉徴収票や確定申告書の控えを参考に⽬安額を予想することもできますが、前年と⽐較し
て所得が下がった場合は上限額が変わり控除の上限額を超えてしまうので限度額を抑えておいた⽅が良
いと思います。 
上限額が確定するのは、その年の 12 ⽉ 31 ⽇ですが、ふるさと納税はそれまでに寄付をしておかなくては
ならないため、上限額にゆとりを持っておくことをお勧めします。 
 

2. 寄附の⼿続きをします。 

お礼の品や使い道などを参考に、寄附する⾃治体を選びます。 
⾃治体に寄附を申込み、続けて寄附⾦を⼊⾦します。⼊⾦⽅法は、納付書、指定⼝座への振込等の
他、クレジットカードで⽀払うことができる⾃治体も増えています 
インターネットで「ふるさと納税」と検索すれば、複数のサイトが出てきます。多くの⾃治体では、インターネッ
トでの申込を受け付けています。 
年末ギリギリに⾏うと、寄附の取り扱いが、翌年の分になってしまうこともあるので、 注意してください。 

3. 「寄附⾦受領証明書」と「お礼の品」が届く 

⽀払い後、ふるさと納税を申し込んだ⾃治体から、お礼の⼿紙や寄附⾦を受領したことを証明する「寄
附⾦受領証明書」、「ふるさと納税ワンストップ特例制度」に関する書類などが届きます。「寄附⾦受領
証明書」は、「確定申告」に必要な⼤切な書類なのでなくさないようにご注意ください。 
また、「お礼の品」がある場合は、申し込んだ特産品や特典も届きます。 
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４．寄附⾦控除の⼿続きを⾏う  

税⾦の控除を受けるためには「確定申告」または「ワンストップ特例制度」の申請⼿続きが必要です。 
これをしないと税の減額が受けられません。 
※寄附先が年間 5 ⾃治体までで、かつ、確定申告の必要がない⼈であれば「ワンストップ特例制度」が
おすすめです。確定申告をしなくても税の控除が受けられます。 
★確定申告  https://www.furusato-tax.jp/about/tax_return 
★ワンストップ特例制度    https://www.furusato-tax.jp/about/onestop 

５．実際に控除された⾦額を確認する  

確定申告を⾏った場合は、所得税からの還付と 住⺠税からの控除が⾏われます。所得税分
の控除は還付⾦として実際に⼝座に振り込まれますが、住⺠税分は翌年⽀払う住⺠税が安くなる形で
控除されます。本当に控除されているのか︖想定した⾦額が控除されるのか︖は、[住⺠税決定通知
書]で確認することができます。 
住⺠税決定通知書は、毎年 6 ⽉頃に勤務先あるいは⾃治体から配布されます。寄附した年の翌年 6
⽉頃に届く通知書を確認してみます。 
市町村⺠税と都道府県⺠税がありますが、2 つの「税額控除額」という項⽬の合計に住⺠税からの控除
額が含まれています。 
詳しく説明すると、「税額控除額」はふるさと納税分の控除と、それ以外の控除を合算した⾦額です。そ
のうち、全ての⽅が対象となるのが調整控除です。調整控除により、市町村⺠税・都道府県⺠税を合わ
せて少なくとも 2,500 円分が控除されます。そのため、ふるさと納税分の控除額は以下の式で⼤まかに
計算できます。  
ふるさと納税の住⺠税からの控除額＝税額控除の合計額－2,500 円 
ただし、調整控除だけでなく住宅ローン控除や配当控除なども含まれますので、ご⾃⾝の正確な⾦額を
確認したい場合は、お住まいの⾃治体にお問合せが必要となります。 
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ふるさと納税は、節税にあらず。冒頭にも書きましたが、寄附なのです。 
⾃⼰負担 2,000 円かかりますが、寄附した⾃治体から御礼の品をいただくことで節約ができるのです。 
例えば、お⽶、買いますよね。 

結果として 7,000 円の節約ができました。 
寄附という形で先に納付していた⾦額なのですが、確定申告後に還付されたり、翌年の住⺠税から 
控除されることで、忘れた頃に⼿取りが増え得した気分にもなります。 
最近は、ふるさと納税還元率や返礼品のことが話題になって 
総務省は、返礼品の価値を寄付⾦額の３割前後の地元の特産物にするようにと全国⾃治体へ通知し
ました。寄附する側にも寄附される⾃治体にとってもメリットのあるこの制度が続くことを願っています。 
 
 
 
2018 年 11 ⽉     AFP ⽯⿊貴⼦ 

 

出典：総務省ホームページ「地方税分野の主な申告手続き等における様式【税目別】 
給与所得等に係る特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） 

［ふるさと納税をした場合］ 
30,000 円のふるさと納税をする。 
9,000 円相当のお⽶が送られてくる。 
★⽀出額・・・ 
30,000 円＋2,000 円＝32,000 円 

［ふるさと納税をしない場合］ 
30,000 円の税⾦が徴収される。 
9,000 円でお⽶を購⼊する。 
★⽀出額・・・ 
30,000 円＋９,000 円＝39,000 円 


